
平成 24 年９月 13 日

政策・総務・財政委員会

政 策 局 

新たな大都市制度の検討について 

 

１ 新たな大都市制度に関する法案の検討状況について 

 (1) 大都市地域における特別区の設置に関する法律について 

   与野党７会派が共同提出していた「大都市地域特別区設置法」が８月 29 日に参議院

本会議で可決され、成立しました。 

  

  ○ 特別区設置の対象 

① 人口 200 万人以上の指定都市 または 

② 一の指定都市及び当該指定都市に隣接する同一道府県の区域内の一以上の

市町村であって、その総人口が 200 万人以上のもの 

   ○ 特別区の設置を申請しようとする関係市町村及び関係道府県は、特別区設置 

協定書の作成等を行う特別区設置協議会を置く。 

○ 特別区と道府県の事務の分担、税源の配分及び財政の調整に関する事項のうち、

政府が法制上の措置その他の措置を講ずる必要があるものを特別区設置協定書

に記載しようとするときは、あらかじめ総務大臣に協議しなければならない。 

○ 特別区設置協定書は、関係市町村及び関係道府県の議会の承認を得なければ 

ならない。 

   ○ 特別区の設置については、関係市町村の選挙人の投票に付さなければならない。     

＜法律の概要＞ 

 

 (2) 大都市制度に関する提案に係る手続に関する法律案について 

８月 29 日、民主党、国民新党、みんなの党が、新たな大都市制度について地方自

治体が国に提案する手続などを定めた「大都市制度に関する提案に係る手続に関す

る法律案」を衆議院に共同提出しました。 

 

   ○ 指定都市又は特別区及びこれを包括する都道府県は、各議会の議決を経たうえ

で、共同して、内閣総理大臣に対し、指定都市又は特別区と都道府県の関係に

係る制度に関し政府が講ずべき措置に関する提案ができる。 

   ○ 内閣総理大臣は、提案を受けた場合において必要があると認めるときは、速や

かに地方制度調査会に諮問する。 

＜法律案の概要＞

  

＜参考資料１：大都市地域における特別区の設置に関する法律＞  

＜参考資料２：大都市制度に関する提案に係る手続に関する法律案＞ 

 
裏面あり 



２ 第 30次地方制度調査会の検討状況について 

(1) 最近の開催状況 

開催日及び会議 主な内容 

平成24年８月３日 

第 18回専門小委員会 

○大都市のあり方について 

都区制度について 

   ・都区制度に係る効率性・住民自治等の視点からの見直し

   ・特別区の事務、税財源の配分、都区財政調整制度 

  ・特別区の区域のあり方    など 

平成24年９月４日 

第 19回専門小委員会 

○大都市のあり方について 

 「特別市」（仮称）について  

・現行の都道府県に含まれない大都市制度である「特別市」

（仮称）制度を創設することについて 

・住民自治について 

・周辺自治体との間の広域調整機能について 

・警察事務について      など 

＜参考資料３：第 18 回専門小委員会配付資料（抜粋）＞ 

＜参考資料４：第 19 回専門小委員会配付資料（抜粋）＞ 

 

(2) 今後の予定 

引き続き、専門小委員会における議論が予定されています。 

 

 

３ 大都市制度に関する広報について 

市民の皆様に新たな大都市制度について、わかりやすく説明するため、     

市長又は副市長が出席する「大都市制度フォーラム」や「シンポジウム」を開催   

するとともに、ＰＲリーフレットの作成などを行います。 

開催日 主な内容 

平成24年９月20日 

午後２時～午後３時45分 

大都市制度フォーラム（戸塚区） 

《場所》男女共同参画センター横浜（定員300名） 

《構成》第一部 基調講演「これからの大都市制度と都市の役割」 

林 文子   横浜市長 

    第二部 座談会「魅力と賑わいにあふれる街、横浜の課題と都市像」

内海 宏   （株）地域計画研究所代表 

辻 琢也   一橋大学大学院教授 

鈴木 隆   横浜市副市長 

    司会進行（基調講演・座談会） 

  朝岡 聡   フリーアナウンサー 

平成24年 12月 指定都市市長会との共催によるシンポジウム（港北区） 

平成25年１月 大都市制度フォーラム（泉区） 
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